
自治体名 設問1）2023年9
月末現在、「パー
トナーシップ制
度」を導入して
いますか

設問2）設問1の導入時
期

設問3）設問1を利用し
た累計カップル数
（2023年9月末現在）

設問4）制度の適用範囲（複数回答可） 設問5）パートナーシ
ップ制度について連携
している自治体はあり
ますか

設問5-2）連携自治体数
はいくつありますか

設問5-3）連携自治体名
を教えてください

設問6）性的少数者の
カップル等（事実婚カ
ップルも含む）と同居
する子どもを家族とし
て証明する「ファミリ
ーシップ制度」の導入
を予定または検討して
いますか

設問7）性の多様性への理解を深
めるためにどのような啓発活動
を行っているか、その具体的な
取り組みを教えてください（教
育現場を含む）

設問8）ＬＧＢＴ理解増進法が定
める「相談体制の整備」につい
て、具体的にどのような取り組
みを行っていますか（複数回答
可）

設問9）現行パートナーシッ
プ制度に関し、どのような課
題があると考えていますか

横浜市 導入している 2019年12月 372 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 省エネ住宅住替え制度等を家族と
して活用可

あり 3 千葉市、横須賀市、相
模原市　※返答後、藤

沢市と締結（10月
25日）

現状予定していない 市民向けイベントの実施、職員
への啓発研修、企業向けハンド
ブックの作成等

専用相談窓口を設置している 宣誓手続きの利便性の向上、
制度の活用方法の充実化

川崎市 導入している 2020年7月 104 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 公営病院にてパートナーがキーパ
ーソンだと認められれば対応する場合
があります。

あり 1 相模原市 現状予定していない 川崎市では、性的マイノリティ
支援に向けた映画上映イベント
による啓発や企業向けのLGBT
セミナーによる啓発に取り組ん
でいます。

自治体内の各種相談窓口で対
応している, 県・国の相談窓口
を紹介している, 本市ホームペ
ージや本市が作成している人
権パンフレットに相談窓口を
掲載しています。

・自治体ごとに宣誓できる方
の要件が異なっており、都市
間連携が難しいという課題が
あります。
・ファミリーシップ制度に
ついて、パートナーシップの
宣誓をするカップルには、子
どもを含む家族の存在も想定
されますが、ファミリーの定
義や範囲などに課題がありま
す。

相模原市 導入している 2020年4月 38 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 子育て世帯等中古住宅購入・改修
費補助事業の対象とする　犯罪被害者等
日常生活支援の対象とする

あり 2 川崎市、横浜市 現状予定していない 性の多様性に関する社会的な理
解促進に向け、市立男女共同参
画推進センター（ソレイユさが
み）での講座やパネルディスカ
ッション等の開催の他、性の理
解・尊重のための教育などを目
的とした、小中学校への出前講
座を実施しています。

自治体内の各種相談窓口で対
応している, 県・国の相談窓口
を紹介している, 民間連携機関
（ＮＰＯ等）の窓口を紹介してい
る

・性的マイノリティの理解促
進に向けた取組について・対
面での宣誓を前提としている
制度であることについて

横須賀市 導入している 2019年４月 44 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 公営病院における家族と同等の面
会（最期の立ち合い）, 公営病院における

手術の同意, 要介護認定について家族に

よる代理手続きと同様に申請を認める, 
罹災証明書の交付, 災害見舞金の給付、
犯罪被害者等支援、不妊治療に対する支
援、不育治療に対する支援

あり 5 鎌倉市、逗子市、葉山
町、三浦市、横浜市

予定している 多様な性に関する研修会の実施
（横須賀市立小中学校、医療機関
、商工会議所、事業者、市職員）、
啓発リーフレットの配布、配架
、男女共同参画と多様な性に関
するセミナー、男女共同参画と
多様な性に関する保育士向け研
修、ティボディエ邸レインボー
ライトアップ、パネル展示の実
施

専用相談窓口を設置している, 
県・国の相談窓口を紹介して
いる, 民間連携機関（ＮＰＯ等）の
窓口を紹介している

ファミリーシップ制度の導入
、他自治体との連携の拡大、
利用できるサービスの拡張

三浦市 導入している 2021年1月 2 公営病院における家族と同等の面会（最
期の立ち合い）, 公営病院における手術
の同意, 要介護認定について家族による

代理手続きと同様に申請を認める, 罹災

証明書の交付, 災害見舞金等支給申請

あり 4 横須賀市、鎌倉市、逗
子市、葉山町

現状予定していない 人権啓発研修会の開催（テーマ
は開催年によって異なる）、小
学校における人権教室

県・国の相談窓口を紹介して
いる

パートナーシップ宣誓者が受
けられる行政サービスの拡充

逗子市 導入している 2020年4月 7 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 要介護認定について家族による代
理手続きと同様に申請を認める, 罹災証
明書の交付については事例がなく検討
中

あり 4 横須賀市、鎌倉市、三
浦市、葉山町

現状予定していない ・令和4年度に市民向け、市職員
向けの講座を開催。

・令和4年度に性の多様性の内
容を含んだ啓発パンフレットを
作成し、市内中学校、市内各施
設等に配架。

・広報ずし4月号にて記事を掲

載。
・人権課題のひとつとして、教
員向けに研修を行っている。
・保健教育や道徳の授業の中で
、生徒たちが学ぶ時間を設けて
いる。

・令和4年10月1日に逗子市男女
平等参画及び多様性を尊重する
社会を推進する条例を施行した
。

県・国の相談窓口を紹介して
いる, 民間連携機関（ＮＰＯ等）の
窓口を紹介している

相互協定利用や都市間連携協
定を結ぶ自治体を増やしてい
く必要があること。

葉山町 導入している 2020年7月 7 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす

あり 4 横須賀市、鎌倉市、逗
子市、三浦市

現状予定していない 男女共同参画講座として、講演
会等を実施している

自治体内の各種相談窓口で対
応している, 県・国の相談窓口
を紹介している, 民間連携機関
（ＮＰＯ等）の窓口を紹介してい
る

宣誓後に利用できるサービス
・制度が少なくメリットを感
じられない方も多くいる

鎌倉市 導入している 令和元年（2019年）12
月

21 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす

あり 4 横須賀市、逗子市、三
浦市、葉山町

現状予定していない HPに掲載しているほか、人権週
間等に併せ人権に関連するパネ
ル展示の一部として性の多様性
に関するパネルを展示している
。

県・国の相談窓口を紹介して
いる

県内での連携制度について統
一した取り扱いが必要と考え
る

藤沢市 導入している 2021年4月 48 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 公営墓地・公営霊園が利用できる, 
公営病院における家族と同等の面会（最
期の立ち合い）, 公営病院における手術

の同意, 要介護認定について家族による

代理手続きと同様に申請を認める, 罹災

証明書の交付, 市税に関する証明・閲覧
、個人市県民税課税資料の閲覧、課税状
況等の照会、土地家屋価格等縦覧帳簿の
縦覧、固定資産税・都市計画税の課税内
容の照会、災害弔慰金の支給、記念樹の
交付、救急搬送証明書の交付申請等

あり 4 横浜市、茅ヶ崎市、伊
勢原市、寒川町

検討している 市民向け講演会の実施、職員向
け研修の実施、周知啓発パンフ
レットの作成、企業・団体等に
対する情報提供の実施、各学校
の担当者を対象とした研修の実
施、各学校において全ての教育
活動の機会をとらえた人権教育
の実施、児童生徒を対象とした
人権に関するリーフレットの配
布

県・国の相談窓口を紹介して
いる, 民間連携機関（ＮＰＯ等）の
窓口を紹介している

市民・企業等への周知・啓発
（制度利用機会の拡大）、オン
ライン受付の導入

茅ヶ崎市 導入している 2021年4月 25 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 災害見舞金や犯罪被害者支援死亡
見舞金等の申請が可能

あり 2 藤沢市、寒川町 現状予定していない 市内中学校で、性的マイノリテ
ィ専門講師による講演会を実施
しました。

県・国の相談窓口を紹介して
いる

転出元自治体と転入元自治体
において協定締結することは
、当事者の様々な負担軽減や
利便性の高い制度運営につな
がると考えていますが、同じ
パートナーシップ制度でも
実施する自治体ごとにルール
や規程、承認する範囲などが
異なるため、協定締結自治体
の拡大がスムーズに進まな
いこと。

寒川町 導入している 2022年2月 2 個人町県民税課税資料の閲覧等 あり 2 藤沢市、茅ヶ崎市 現状予定していない 広報紙、講演会による啓発活動
を行っています。

県・国の相談窓口を紹介して
いる

特にございません

自治体名 設問1）2023年9
月末現在、「パー
トナーシップ制
度」を導入して
いますか

設問2）設問1の導入時
期

設問3）設問1を利用し
た累計カップル数
（2023年9月末現在）

設問4）制度の適用範囲（複数回答可） 設問5）パートナーシ
ップ制度について連携
している自治体はあり
ますか

設問5-2）連携自治体数
はいくつありますか

設問5-3）連携自治体名
を教えてください

設問6）性的少数者の
カップル等（事実婚カ
ップルも含む）と同居
する子どもを家族とし
て証明する「ファミリ
ーシップ制度」の導入
を予定または検討して
いますか

設問7）性の多様性への理解を深
めるためにどのような啓発活動
を行っているか、その具体的な
取り組みを教えてください（教
育現場を含む）

設問8）ＬＧＢＴ理解増進法が定
める「相談体制の整備」につい
て、具体的にどのような取り組
みを行っていますか（複数回答
可）

設問9）現行パートナーシッ
プ制度に関し、どのような課
題があると考えていますか

※返答後、24年1月１日
からの導入を発表
（11月27日）



平塚市 導入している 2022年4月 7 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 罹災証明書の交付, 下水道使用料
の減免申請、り災証明書の交付申請、搬
送証明書の交付申請

なし 現状予定していない パネル展の開催、市内中学校３
年生へのLGBT啓発リーフレッ
トの配布

県・国の相談窓口を紹介して
いる, 民間連携機関（ＮＰＯ等）の
窓口を紹介している

宣誓書受領証の提示によって
利用できる行政サービスの充
実

二宮町 導入している 2022年4月 1 要介護認定について家族による代理手
続きと同様に申請を認める, 罹災証明書
の交付, 県営住宅への入居で同居親族要
件を満たす（当町には町営住宅無し）

なし 現状予定していない 町広報紙、町ホームページでの
周知、人権講演会

県・国の相談窓口を紹介して
いる, 民間連携機関（ＮＰＯ等）の
窓口を紹介している

他市町村との自治体間連携は
進めていくが、そもそもの制
度設計がその自治体範囲内で
想定されているため、県など
、より広域をカバーする制度
自体が必要である。（対象要
件が「その自治体に双方が居
住」となっているため、カッ
プルの一方が仕事や家庭の事
情等で別自治体に居住してい
る（したい）場合は要件を満た
すことができない）

大磯町 導入している 2022年４月 0 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす

なし 現状予定していない 人権教育講演会に性の多様性に
関するテーマを取り入れて開催
する。

県・国の相談窓口を紹介して
いる, 民間連携機関（ＮＰＯ等）の
窓口を紹介している

法的な婚姻、同性婚、事実婚
などにおける法整備

大和市 導入している 2021年4月 24 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 公営病院における家族と同等の面
会（最期の立ち合い）, 公営病院における

手術の同意, 要介護認定について家族に

よる代理手続きと同様に申請を認める, 
罹災証明書の交付, 災害見舞金の支給

なし 現状予定していない 性の多様性を理解し行動するた
めの職員研修、性の多様性に関
するリーフレットの作成・配布
、多様な性のあり方に関する職
員ハンドブックの周知

専用相談窓口を設置している, 
自治体内の各種相談窓口で対
応している, 県・国の相談窓口

を紹介している, 民間連携機関
（ＮＰＯ等）の窓口を紹介してい
る

特になし

綾瀬市 導入している 2022年2月 0 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 公営墓地・公営霊園が利用できる

なし 現状予定していない 人権啓発事業でリーフレット等
配布・パネルを展示

県・国の相談窓口を紹介して
いる, 民間連携機関（ＮＰＯ等）の
窓口を紹介している, 人権身上
相談で相談があれば対応する。

自治体連携について近隣市と
調整している。

海老名市 導入している 2022年4月 6 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 要介護認定について家族による代
理手続きと同様に申請を認める, 罹災証

明書の交付, ・災害見舞金支給・救急搬
送証明書交付申請・特定不妊治療費助成
申請（事実婚に限る）・不育症治療費助
成申請（事実婚に限る）・固定資産税証
明書、市職員親睦会慶弔費・イオンシネ
マ海老名（夫婦50割）

あり 5 厚木市、秦野市、伊勢
原市、愛川町、清川村

現状予定していない LGBT市民講座及び、職員研修
を実施、中学校2年生を対象に
した講演会

人権相談を実施している 県を中心に、県内自治体での
連携を図っていくこと。サー
ビスの拡充

座間市 導入している 2022年10月 2 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす

なし 現状予定していない ＬＧＢＴ研修講座を開催し、市民
や職員に向けて多様な性につい
ての意識啓発を行っている。

県・国の相談窓口を紹介して
いる

県内自治体間の都市間連携を
進めることと、利用可能な行
政サービスの拡充が課題であ
ると考えています。

厚木市　 導入している 2022年4月 6 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 要介護認定について家族による代
理手続きと同様に申請を認める, 罹災証

明書の交付, 公営病院における家族と同
等の面会、手術の同意などは、状況に応
じて対応しています。

あり 5 秦野市、海老名市、伊
勢原市、愛川町、清川
村

現状予定していない 市ホームページで、パートナー
シップ宣誓制度を紹介している
。教育面では、子どもたちの発
達の段階を踏まえて道徳、保健
体育、特別活動など様々な教育
活動の場面で啓発し、子どもた
ちが多様性を認め合い相互理解
を深められるようにする

自治体内の各種相談窓口で対
応している, 県・国の相談窓口
を紹介している, 民間連携機関
（ＮＰＯ等）の窓口を紹介してい
る

特になし

清川村 導入している 2022.7 0 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす

あり 5 厚木市、愛川町、秦野
市、伊勢原市、海老名
市

現状予定していない 人権擁護委員会と協力し、行事
で（LGBT)に関する啓発物品を
配布。本村の小・中学校では、
児童生徒の発達段階に応じて、
学校の道徳、保健体育、総合的
な学習の時間などで男女の平等
や相互の理解・協力について適
正に指導するとともに、男女が
共に各人の生き方、能力、適性
を考え主体的に進路を選択する
能力・態度を身に付けられるよ
う指導の充実に努めているとこ
ろです。

自治体内の各種相談窓口で対
応している, 県・国の相談窓口
を紹介している

県内でも各自治体で宣誓要件
が異なるため、制度利用者の
福祉向上を鑑み、統一化が必
要と考える。また、県域内で
も異なった連携方式での協定
が複数在るため、宣誓要件と
併せ、県内で統一した連携方
式による協定の必要性が見込
まれる。

愛川町 導入している 2022年4月 2 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 要介護認定について家族による代
理手続きと同様に申請を認める, 罹災証

明書の交付, 災害見舞金の給付申請、救
急搬送証明の交付申請

あり 5 厚木市、伊勢原市、海
老名市、秦野市、清川
村

現状予定していない 町民や町職員を対象とした講演
会の開催や街頭でのチラシの配
布、町ホームページでの周知を
行っている。教育現場では、社
会科や道徳科などの授業で学習
を行っているほか、教職員を対
して人権意識の高揚を図るため
の研修などを実施している。

自治体内の各種相談窓口で対
応している, 県・国の相談窓口
を紹介している

パートナーシップ制度のさ
らなる周知と自治体間連携の
拡大などについて検討。

伊勢原市 導入している 2023年7月 1 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 要介護認定について家族による代
理手続きと同様に申請を認める, 罹災証

明書の交付, 

あり 7 横浜市、藤沢市、秦野
市、厚木市、海老名市、
愛川町、清川村

現状予定していない 市と人権擁護委員が主催する人
権啓発講演会、市教育委員会が
行う性教育講演会など

県・国の相談窓口を紹介して
いる

制度の効果的な周知方法

秦野市 導入している 2023年7月 1 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 市税に関する証明に原則委任状不
要

あり 5 厚木市、海老名市、伊
勢原市、愛川町、清川
村

現状予定していない 広報紙、リーフレット、ホーム
ページ等により誰もが多様な性
のあり方の一員であることにつ
いて理解の促進を図っています
。

自治体内の各種相談窓口で対
応している, 県・国の相談窓口
を紹介している

自治体間連携の拡大

南足柄市 導入している 2021年7月 5 要介護認定について家族による代理手
続きと同様に申請を認める

あり 5 中井町、大井町、松田
町、山北町、開成町

現状予定していない 講演会を開催している 自治体内の各種相談窓口で対
応している

他自治体との連携の拡大

山北町 導入している 2022年４月1日 2 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 要介護認定について家族による代
理手続きと同様に申請を認める, 住民票
、印鑑証明書、税証明書等の発行。保険証
の表記変更。

あり 5 南足柄市、大井町、開
成町。中井町、松田町

現状予定していない 令和5年度については足柄上地
区1市5町合同による講演会を実
施

自治体内の各種相談窓口で対
応している

対象要件が異なる県内市町村
との連携方法について

大井町 導入している 2021年7月 1 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 要介護認定について家族による代
理手続きと同様に申請を認める

あり 5 南足柄市、中井町、松
田町、山北町、開成町

現状予定していない LGBTQに関する講演会の開催
（足柄上地区パートナーシップ
制度連絡協議会主催）

自治体内の各種相談窓口で対
応している

自治体間の制度の相違　他自
治体との連携

開成町 導入している 2022年4月 1 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 要介護認定について家族による代
理手続きと同様に申請を認める

あり 5 南足柄市、中井町、大
井町、松田町、山北町

現状予定していない 年に一回、町内で開催している
人権講演会にて、テーマの一つ
として扱っています。前回は、
令和3年度の講演会にて取り上
げました。また、今年度、足柄上
地区パートナーシップ制度連絡
協議会では、LGBTQのT（トラ
ンスジェンダー）をテーマに講
演会を開催しました。

県・国の相談窓口を紹介して
いる

県内全市町村がパートナーシ
ップ制度を導入したことを受
け、制度利用者の利便性の向
上のため、近隣の自治体だけ
ではなく、県域で自治体間協
定の締結を進めていきたいと
考えております。

中井町 導入している 2022年4月 0 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 要介護認定について家族による代
理手続きと同様に申請を認める

あり 5 南足柄市、大井町、松
田町、山北町、開成町

現状予定していない 足柄上地区１市５町で協議会を
設置し、講演会等を行っている

自治体内の各種相談窓口で対
応している

市町村ごと宣誓できる要件や
宣誓に必要な手続き、受けら
れる行政サービス等に違いが
ある点

小田原市 導入している 2019年4月1日 17 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 税証明の発行。なお、公営墓地の利
用と公営病院における立ち合い等は制
度利用の有無を問いません。

なし 現状予定していない 行政職員や教職員等に対する理
解促進講演会を毎年１回開催し
ている。

従前より、県と共催で相談会を
開催している。

他市町村との相互利用連携

真鶴町 導入している 2023年7月 0 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 要介護認定について家族による代
理手続きと同様に申請を認める

なし 現状予定していない 役場庁舎１階来客者対応用カウ
ンターにレインボーフラッグ
（ミニチュア）を掲出した。また
、幼小中全教員向けの人権教育
研修において、「性のマイノリ
ティ・多様性」に関する
講演会を実施し、中学校の委員
会活動の一である保健委員会に
おいてはLGBTを取り扱った。

自治体内の各種相談窓口で対
応している

本制度は導入したものの、
LGBT理解増進法に基づく施
策全般を展開していく人材が
不足している。

松田町 導入している 2021年10月 0 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 要介護認定について家族による代
理手続きと同様に申請を認める, 税証明
書等の発行について宣誓書受領証等の
提示により同居親族の同様に委任状の
提示なく申請を可能とする。

あり 5 南足柄市、中井町、大
井町、山北町、開成町

現状予定していない 足柄上地区パートナーシップ制
度連絡協議会において、トラン
スジェンダーに関する講演会を
実施しました。

自治体内の各種相談窓口で対
応している

町内において制度利用者がい
ないため、制度の周知が課題
と考えております。

箱根町　福
祉部　福祉
課

導入している 2023年4月 1 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 要介護認定について家族による代
理手続きと同様に申請を認める, 税証明
発行、災害見舞金申請、若者世帯住宅取
得補助、民間賃貸住宅家賃補助

なし 現状予定していない 現状特になし 自治体内の各種相談窓口で対
応している

県または国による都市間連携
の推進

湯河原町 導入している 2023年4月 0 公営住宅への入居で同居親族要件を満
たす, 要介護認定について家族による代
理手続きと同様に申請を認める, 犯罪被
害者等法律相談の申し込み、犯罪被害者
等支援給付金の支給申請

なし 現状予定していない 教育委員会が開催している校長
会で制度の周知を実施

県・国の相談窓口を紹介して
いる, 

市町村によって制度内容は異
なることが課題だと考える。

自治体名 設問1）2023年9
月末現在、「パー
トナーシップ制
度」を導入して
いますか

設問2）設問1の導入時
期

設問3）設問1を利用し
た累計カップル数
（2023年9月末現在）

設問4）制度の適用範囲（複数回答可） 設問5）パートナーシ
ップ制度について連携
している自治体はあり
ますか

設問5-2）連携自治体数
はいくつありますか

設問5-3）連携自治体名
を教えてください

設問6）性的少数者の
カップル等（事実婚カ
ップルも含む）と同居
する子どもを家族とし
て証明する「ファミリ
ーシップ制度」の導入
を予定または検討して
いますか

設問7）性の多様性への理解を深
めるためにどのような啓発活動
を行っているか、その具体的な
取り組みを教えてください（教
育現場を含む）

設問8）ＬＧＢＴ理解増進法が定
める「相談体制の整備」につい
て、具体的にどのような取り組
みを行っていますか（複数回答
可）

設問9）現行パートナーシッ
プ制度に関し、どのような課
題があると考えていますか

自治体名 設問1）2023年9
月末現在、「パー
トナーシップ制
度」を導入して
いますか

設問2）設問1の導入時
期

設問3）設問1を利用し
た累計カップル数
（2023年9月末現在）

設問4）制度の適用範囲（複数回答可） 設問5）パートナーシ
ップ制度について連携
している自治体はあり
ますか

設問5-2）連携自治体数
はいくつありますか

設問5-3）連携自治体名
を教えてください

設問6）性的少数者の
カップル等（事実婚カ
ップルも含む）と同居
する子どもを家族とし
て証明する「ファミリ
ーシップ制度」の導入
を予定または検討して
いますか

設問7）性の多様性への理解を深
めるためにどのような啓発活動
を行っているか、その具体的な
取り組みを教えてください（教
育現場を含む）

設問8）ＬＧＢＴ理解増進法が定
める「相談体制の整備」につい
て、具体的にどのような取り組
みを行っていますか（複数回答
可）

設問9）現行パートナーシッ
プ制度に関し、どのような課
題があると考えていますか


